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1.はじめに 

 大規模地震後には地盤が不安定化し、地震前よりも降雨による土砂移動が発生しやすくなるこ

とが指摘されている。例えば、2016 年の熊本地震では、地震後の梅雨期の大雨により、阿蘇地域

を中心に多数の土砂移動が発生し、二次被害を及ぼしたことが報告されている 1)。 

このような大規模地震後の降雨による土砂災害から被害を軽減するため、地震後の降雨により

発生した土砂移動の特徴を把握することが重要と考えられる。そこで本稿では、近年の大規模地

震後の降雨により発生した土砂移動に関する論文や報文などの文献資料を収集し、その発生エリ

アや発生時期、発生時の降雨量の関する特徴等について整理した結果を報告する。 

 

2．調査結果 

2.1 地震後の降雨による土砂移動の事例 

文献資料の収集は、国内における歴史地震、

および 1995 年以降に国内外で発生した大規模

地震（M6.4 以上）を対象に行った。その結果、

表－1 に示される大規模地震について、その後

の降雨により発生した土砂移動について報告・

研究された資料文献が確認された。 

これらの資料文献によると、地震後の降雨で

発生した土砂移動は、主に地震が発生した周辺

域において地震後数日～数か月以内に発生し

たとされ、その土砂移動形態は、地震時の崩壊

の拡大や、新規崩壊、土石流等であったことが

報告されている。また、土砂移動が発生したエ

リアは、地質的には主に花崗岩、新第三紀堆積

岩類、第四紀火山堆積物に区分される。 

2.2 地震後の降雨による土砂移動が多発したエリアの特徴 

地震後の降雨により土砂移動が多発したエリアの特徴を明らかにするため、表－1 のうち、1995

年以降の地震後の土砂移動エリアを対象として、それぞれ地震時の震央から距離や地震動（最大

加速度・震度）との位置関係を整理した（図－1）。この図によると、地震後の降雨で土砂移動が

発生したエリアは、多くが加速度 400gal 以上、震度 6 弱以上を記録したエリアにあり、地震時の

揺れが比較的大きかったところに相当するとみられる。また、震央からの距離をみると、内陸（直

下型）地震の事例では、震央から概ね 40km 以内に位置する。 

 表－1 大規模地震後の降雨による主な土砂移動

発生場所・地質
降雨時の土砂移動形態

（主な発生時期）

宝永4年（1707年）

宝永地震
高知県東洋町

深層崩壊2)

（地震から約半年後）

大正12年（1923年）

関東地震

神奈川県伊勢原市

小田原市　など
土石流3)

（地震から約2週間後）

平成7年（1995年）

兵庫県南部地震
神戸市灘区・花崗岩

地震時の崩壊拡大，新た

な崩壊4)

（地震から約4～6か月）

1999年集集地震 台湾・渓頭地区
新たな崩壊5)

（地震から約5か月後）

岩手県一関市・第四紀

火山堆積物

宮城県栗原市・新第三

紀堆積岩

平成23年（2011年）

東北地方太平洋沖地震
茨城県北部・花崗岩

降雨と余震による新たな

崩壊7)（地震から約9か

月以内）

平成28年（2016年）

熊本地震

熊本県阿蘇地域周辺・

第四紀火山堆積物

地震時の崩壊拡大，新た

な崩壊，土石流の再発1)

（地震後5日後～地震か

ら約2か月後）

平成20年（2008年）

岩手・宮城内陸地震

地震時の崩壊拡大，新た

な崩壊6)

（地震から約3か月以

内）

歴

史

地

震

1

9

9

5

年

以

降

地震名
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このような特徴から、地震後の降雨により発生する土砂移動も、地震時に発生する土砂災害と

同様、地震動により地盤の影響が大きかったエリアで多く発生する可能性が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 地震前後の土砂移動発生時の降雨の比較 

 既往の研究によると、大規模地震後の降雨により発生する土砂移動は，地震前よりも少ない降

雨量で発生する傾向にあるとされる。 

例えば、冨田ら 4)の事例では、平成 7 年兵庫県南部地震から約 4～6 か月後に認められた崩壊の

拡大について、地震前の崩壊発生時の降雨指標と比較・分析し、その結果、地震前の 3～5 割程度

少ない値であったと報告されている。また渡邊ら 12)は、阿蘇外輪における平成 28 年熊本地震前後

の土砂移動時の降雨量について、複数の降雨指標を基に比較・分析し、地震直後（2016 年 4 月）

は地震前の 1～3 割程度であり、約 2 か月後（2016 年 6 月）は地震前の 3～8 割程度であると報告

した。 

堀田ら 5)は、台湾大学渓頭実験林内において、1999 年集集地震の前後で発生した崩壊を対象と

して、発生時の連続雨量や発生件数などを比較した結果、地震後から約 5 か月後に発生した崩壊

（2000 年 2 月）は地震の影響を受けていたのに対して、地震から 2 年以上経過し発生した崩壊

（2002 年 5 月）には地震の影響が顕著ではなかったと考察した。堀田ら 5)では、地震前後の降雨

指標の割合は具体的に算出していないが、参考までに論文中の崩壊発生時の連続雨量の一覧表を

もとに、地震 1 か月前（1999 年 8 月）と地震後に発生した崩壊の連続雨量から割合を求めると、

地震影響があったとされる 2000 年 2 月の崩壊は地震前の 4～6 割程度、地震の影響がなかったと

される 2002 年 5 月の崩壊は地震前の 10 割以上とそれぞれ見積もられる。 

図－2 に上述の各事例にて報告される地震前と比較した発生時の降雨指標の割合をそれぞれの

地震発生から土砂移動発生までの経過日数をもとに整理した。各事例は、それぞれ分析手法や地

震規模、土砂移動の特徴等が異なるため直接的に比較することができないが、いずれのケースに

おいても、地震発生から半年以内の直近に発生した土砂移動において、発生時の降雨指標が地震

図－1 地震後の降雨で発生した土砂移動エリアの特徴 
（兵庫県南部地震の最大加速度・震度は気象庁 8)、集集地震に関する地震データは岩楯・吉嶺

9)、それ以外の地震の震央位置は気象庁 10)、推計震度・最大加速度については QuiQuake 11)に基
づく） 
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前に比べて小さい特徴にある。また、発生時の降雨指標の割合の推移をみると、地震の影響は地

震直後が特に大きく、その後は時間の経過に伴って影響が不明瞭となり、小さくなる傾向が示唆

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2  地震発生から土砂移動発生までの経過日数と地震前の土砂移動発生時の降雨指標 

との割合 4), 5) ,12)をもとに作成 
 

2.4 地震がその後の降雨により発生した土砂移動に及ぼした影響 

地震後の降雨により土砂移動が発生する要因として地震動により地盤強度の低下が引き起こさ

れる可能性が検討されている 13), 14)。鳥居ら 13)は、平成 7 年兵庫県南部地震後の降雨により多発

した斜面崩壊に地震動が与えた影響を検討するため、崩壊地で採取したまさ土の不撹乱試料に対

する一面せん断試験とそれを模した石こう混じりまさ土に対する繰返し三軸試験を実施した。実

験では、繰返し載荷過程を地震動の影響、水浸過程を降雨の影響と見立て、それぞれの過程を経

た供試体に対する圧密排水（CD）試験から得られるピーク強度を比較している。その結果、繰返

し載荷を行った試料の強度は、繰返し載荷・水浸過程のない試料よりも 18％低下し、さらに繰返

し載荷後に浸水過程を行った試料の強度は 44％低下したことを報告した。この事例から、地震時

に土砂移動に至らなくても、地震動やその後の降雨の影響によって地盤強度が著しく低下し、土

砂移動が発生する可能性が考えられる。 

また、平成 28 年熊本地震では、地震後に阿蘇外輪を中心としたエリアに多数の亀裂が発生され

たことが報告され（写真－1）、このうち大規模な崩壊が多発した立野地区では，崩壊の背後の尾 

 

 

写真－1  熊本地震時に発生した亀裂 図－3  立野地区における亀裂判読結果 16)より引用 
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根部や山頂緩部に生じた亀裂判読結果が報告されている 15)、16)（図－3）。この図では、地震時に発

生した亀裂は形態によって 4 区分され、このうち遷急線より下方の谷向き崖では、地震後の降雨

時に崩壊に至ったことが報告されている 16)。この事例から、地震時に発生した亀裂がその後の降

雨によって発生した土砂移動に影響を及ぼした可能性も考えられる。 
 

３．まとめ 

本稿では、地震後の降雨により発生した土砂移動について、既存の文献調査から得られた情報

をもとに、その特徴を整理した。その結果、地震後の降雨により発生した土砂移動の多くは、地

震後から数か月以内の降雨により発生した事例がほとんどであり、おおよそ震央から 40km 以内、

最大震度 6 弱以上、最大加速度 400gal 以上と、地震動により地盤の影響が大きかったエリアで多

く発生する可能性が考えられた。また、地震後の土砂移動発生時の降雨量は地震前の 1～8 割程度

少なく、その影響は時間の経過とともに小さくなることが示唆された。さらに、その要因として、

地震動による地盤強度の低下や地震時に発生した亀裂が影響を及ぼしている可能性が考えられた。 

今後はこれらの情報を踏まえつつ、大規模地震後の降雨により発生する土砂移動について、よ

り詳細な特徴を把握するための研究を進めていきたいと考えている。 
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